

























(1) 東京地判平成 4年 9月 11 日交民集 25 巻 5 号 1123 頁。
(2) ヨーロッパ諸国ではAの過失の考慮が定着し，ヨーロッパ不法行為法原則
8：101（2）に結実したが（U.Magnus and M.Martin┡Casals (Eds▆), Unifi-
cation of Tort Law: Contributory Negligence, Kluwer Law International,
2004. ヨーロッパ私法共通参照枠草案VI┡5: 501 条も参照），当該解決は法状
況の変遷の結果であることも多い（イギリス等）。
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改正に関する法律準備草案）を素材としてЁ（上）（下）БNBL1183 号 4 頁以
下（2020 年）を参照。
(4) 中原太郎А不法行為責任における利益の階層性Ёフランス法主義の行方Б日仏
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porels, juillet 2005，（b）はUnion royale des juges de paix et de police,
Tableau indicatif 2016, la Charte 2017.
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e corporelle, LGDJ, 1969. 非財産的損害につき，大澤逸平А民法 711 条
における法益保護の構造Ё不法行為責任の政策的加重に関する一考察Ё（1）
（2・完）Б法協 128 巻 1 号 156 頁以下，2号 453 頁以下（2011 年）。
(10) Crim▆, 13 f
л
evrier 1937 et Civ▆, 27 juillet 1937, DP 1938, 1, p.5, note R.Sa-
vatier 等。
(11) Req▆, 2 f
л
evrier 1931, DP 1931, 1, p.8, rapp. Picon 等。
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自体につき，Mixte▆, 27 f
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(14) Crim▆, 2 mars 1982, Bull. crim., n°64.
(15) Civ. 2e, 28 avril 2011, Bull. civ. II, n°95〔肯定例〕.
(16) 民法典契約外責任規定改正に関する学者草案の 1つたるテレ草案は，配偶者・
親・子・同居近親者（同 63 条 2 項）以外の者の愛情損害の賠償に損害の特別
な重大性を要求する（同 64 条）。
(17) テレ草案（注（16））は，扶養喪失（同 63 条 1 項）以外の財産的損害の賠償を
想定しない。
(18) (ⅰ）は Civ. 2e, 14 novembre 1958, GP 1951, 1, p.31，（ⅱ）はCom▆, 12




















































である（民法典 2226 条 1 項）。また，（ⅷ）①が契約責任に基づく場合に当該
契約に関する規律が②に及ぶことが旅客運送（運送法典 5421┡7 条等〔責任限度
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1960, Bull. crim., n°188 等。
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eun., n°2.
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(法学 2020) 84Ё3.4 合併号Ё129
の結論の根拠が家族連帯に求められた(46)。

















(46) 先行学説として，J.Dabin, хLes ayants droit de la victime, agissant en r
л
epa-
ration de leur dommage personnel, peuvent┡ils se voir opposer la faute com-
mise par celle┡ci?ц, R. C. J. B., 1962, p.168.
(47) H.Bocken, B.Dubuisson et al▆, supra note 41, pp.127┡128.
(48) B.Dubuisson, хQuestions diverses: l'application de la loi dans le temps et
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(50) 大判大正 15 年 2 月 16 日民集 5巻 150 号〔財産的損害〕，最大判昭和 42 年 11
月 1 日民集 21 巻 9 号 2249 頁〔非財産的損害〕。
(51) (a）は大判昭和 12 年 2 月 12 日民集 16 巻 46 頁等，（b）は最判昭和 49 年 4 月
25 日民集 28 巻 3 号 447 頁〔Xが請求〕等。
(52) 最判昭和 49 年 12 月 17 日民集 28 巻 10 号 2040 頁〔民法 711 条類推適用〕。
(53) 最判平成 5年 4月 6日民集 47 巻 6 号 4505 頁〔内縁配偶者〕，最判平成 12 年 9
月 7 日判時 1728 号 29 頁〔相続放棄者〕等。
(54) 最判昭和 33 年 8 月 5 日民集 12 巻 12 号 1901 頁〔民法 709 条・710 条〕。
(55) 最判昭和 43 年 11 月 15 日民集 22 巻 12 号 2614 頁。
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100 交通事故判例解説㈵（第一法規，2017 年）94┡95 頁を参照。





















(58) 最判昭和 31 年 7 月 20 日民集 10 巻 8 号 1079 頁。もっとも，慰謝料算定の柔軟
さゆえ，精神的苦痛の量的認定に解消されうる（幾代通＝徳本伸一㈶不法行為
法㈵（有斐閣，1993 年）331 頁）。
(59) 品田孝次А過失相殺における㈶被害者側㈵の範囲（一）Б判評 228 号（1978
年）132 頁。❷・❸・❺に関しても，下級審裁判例はAの過失を考慮する。
(60) ①は加藤一郎㈶不法行為〈増補版〉㈵（有斐閣，1974 年）251 頁，②は四宮和夫
㈶不法行為㈵（青林書院，1987 年）634 頁，③は幾代＝徳本・前掲注（58）327
頁（橋本佳幸ほか㈶民法Ⅴ〈第 2版〉㈵（有斐閣，2020 年）233 頁〔小池泰執
筆〕も参照），④は浜上則雄А損害賠償法における㈶保証理論㈵と㈶部分的因




















































































































の事例（最判昭和 51 年 3 月 25 日民集 30 巻 2 号 160 頁）と類似する。なお，
ヨーロッパ不法行為原則の規定（注（2））の注釈は近親者事例を挙げるにとど
まり（European Group on Tort Law, Principles of European Tort Law.





(法学 2020) 84Ё3.4 合併号Ё137
益侵害についてYの不法行為の成立を阻却する事由であり，同一侵害につ
いての損害の賠償を求めるXの請求でも意味を持つ。YA間の減免責条項
は，その有効性が問われるほか，第三者効の問題に定位する必要があろう。
Н　Н　Н
　筆者は，渡辺先生と同時期に東北大学に着任し，以後，先生に様々な形で
お世話になった。東北大学民法スタッフの精神的支柱であった先生からは，
大学人・社会人としていかにあるべきかについて，有形・無形のご指導をい
ただいたように思う。その多くを十分に活かすことができず，また，先生の
ご厚意があってこそ気ままに進めることができた研究の成果もままならない
ことを情けなく思いつつも，謹んで本稿を先生の御退職に捧げたい。
(472)
84Ё3.4 合併号Ё138
